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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び連結子会社の名称
ⅰ．連結子会社数 ８社
ⅱ．連結子会社の名称

エキサイト㈱
ONE MEDICAL㈱
iXIT㈱
Sharely㈱
M&A BASE㈱
㈱NAPBIZ
ワークキャリア㈱
M&A BASEサーチファンド１号投資事業有限責任組合

ONE MEDICAL㈱、㈱NAPBIZ、ワークキャリア㈱は株式取得により、M&A
BASE サーチファンド１号投資事業有限責任組合は新規設立により、当連結会計年度
より連結の範囲に含めております。

②他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社と
しなかった当該他の会社等の名称
ⅰ．㈱TGK 他
ⅱ．子会社としなかった理由

キャピタルゲイン目的のため出資したものであり、営業、人事、資金その他の取引
を通じて投資先を傘下に入れることを目的とするものではないためであります。

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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（3）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ．その他有価証券（営業投資有価証券を含む）
a． 市場価格のない株式等以外のもの

連結会計年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

b．市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しています。

c．投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第2条第2項
により有価証券とみなされるもの）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ⅱ．棚卸資産
・商品
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）を採用しております。
②重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ．有形固定資産

主として定率法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。
・車両運搬具 ４年
・工具器具備品 ３〜４年

ⅱ．無形固定資産
定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。なお、ソフト

ウェアに関しては見込利用可能期間に基づく定額法を採用しております。
・ソフトウェア ２〜５年
・商標権 10年

③重要な引当金の計上基準
・貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を算定しております。
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④収益及び費用の計上基準
当社グループの収益は、主に課金売上及び広告売上に係る収益であります。
課金売上に係る収益は、主にカウンセリングサービスやブロードバンドサービス等の販

売であり、顧客との契約に基づいて課金サービスを提供する履行義務を負っています。従
量課金のサービスに関しては、サービスを提供する一時点において、当該履行義務が充足
されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。定額課金のサービスに関しては、
サービスを提供する一定期間において、当該履行義務が充足されると判断し、サービスの
提供期間を通じて収益を認識しております。
広告売上に係る収益は、主に運用型広告や純広告等の販売であり、顧客との契約に基づ

いて広告掲載サービスを提供する履行義務を負っています。運用型広告に関しては、サー
ビスを提供する一時点において、当該履行義務が充足されると判断し、引渡時点で収益を
認識しております。純広告売上に関しては、サービスを提供する一定期間において、当該
履行義務が充足されると判断し、サービスの提供期間を通じて収益を認識しております。

⑤その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
・のれんの償却に関する事項
個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で償却しております。なお、金額的

に重要性のない場合には、発生時に全額償却しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、区分掲記していた営業外費用の「投資有価証券評価損」（当連結
会計年度3,452千円）は、当連結会計年度において、営業外費用の総額の100分の10以下とな
ったため、当連結会計年度においては「その他」に含めております。

３．会計上の見積りに関する注記
（のれんの評価）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 3,308,105 千円
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（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
企業結合により取得したのれんは、支配獲得日における取得原価から受け入れた資産及び

引き受けた負債に配分された純額を控除して計上し、その効果の及ぶ期間にわたって、定額
法により償却しております。のれんの償却期間については、取得時点における事業計画に基
づく投資の回収期間等を勘案し、超過収益力の効果の発現期間を見積もっております。
また、各連結会計年度において、のれんの減損の兆候の有無を把握し、減損の兆候が認め

られる場合には、のれんの残存償却期間における割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳
簿価額を比較することにより減損損失の認識の要否を判定しております。
これらの会計上の見積りに使用する事業計画等の仮定は、使用する時点において入手可能

な情報に基づく最善の見積りと判断により策定しておりますが、事業計画や市場環境の変化
により、その見積額の前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合には、翌連結会計年
度以降の連結計算書類に影響を与える可能性があります。

（ソフトウェアに係る評価）
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 98,883 千円
ソフトウェア 515,837 千円
ソフトウェア仮勘定 141,428 千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社グループは、管理会計上の事業区分を最小の単位としてグルーピングを行っており、

事業から生じる損益が継続してマイナスとなっている等の場合に減損の兆候を認識します。
減損の兆候がある資産または資産グループについて、当該資産または資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
割引前将来キャッシュ・フローの見積りは事業計画を基礎としており、事業計画は各事業

または各プロダクトのユーザー数、クライアント数、販売単価及び営業費用などの予測に基
づいて作成しております。減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に
検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮
定に変更が生じ減少した場合には、翌連結会計年度以降の連結計算書類に影響を与える可能
性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
（担保資産）
（1）連結処理により相殺消去されている担保に供している資産

子会社株式 3,862,048 千円
計 3,862,048 千円

（2）担保に係る債務（帳簿価額）
１年内返済予定の長期借入金 551,712 千円
長期借入金 3,172,360 千円

計 3,724,072 千円

（当座貸越契約）
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しており

ます。当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであり
ます。

当座貸越極度額の総額 750,000 千円
借入実行残高 500,000 千円
差引額 250,000 千円

５．連結損益計算書に関する注記
（1）減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し
ました。

事業 場所 用途 種類 金額
プラットフォーム事業 東京都港区 事業用資産 ソフトウェア 13,000千円
SaaS・DX事業 東京都港区 事業用資産 ソフトウェア 85,883千円

当社グループは減損会計の適用にあたり、事業・サービス単位を基準とした管理会計上の
区分に従って資産のグルーピングを行っております。
プラットフォーム事業及びSaaS・DX事業の一部サービスにおいて、当初想定した収益が

見込めなくなったため、当該事業に係る資産グループについて減損損失を認識しておりま
す。当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フ
ローが見込めないため零としております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,916,290 15,140 72,400 4,859,030
(注)１．増加数の内訳は、次のとおりであります。

新株予約権の行使 15,140株
２．減少数の内訳は、次のとおりであります。

自己株式の消却 72,400株

（2）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の総額
(千円)

配当の
原資

1株当た
り配当額

(円)
基準日 効力発生日

2024年５月10日
取締役会 普通株式 294,977 資本

剰余金 60.00 2024年３月31日 2024年６月11日
(注)１株当たり配当額には記念配当30円が含まれております。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日
の後となるもの

決議 株式の
種類

配当金の総額
(千円)

配当の
原資

1株当た
り配当額

(円)
基準日 効力発生日

2025年５月15日
取締役会 普通株式 145,770 利益

剰余金 30.00 2025年３月31日 2025年６月10日

（3）当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項
名称 発行決議日 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

第１回新株予約権 2020年２月14日 普通株式 211,020株

第２回新株予約権 2020年３月９日 普通株式 35,000株

第４回新株予約権 2021年２月19日 普通株式 30,080株

第５回新株予約権 2021年６月21日 普通株式 12,500株

第６回新株予約権 2021年９月30日 普通株式 15,500株
(注)権利行使期間の初日が到来していない新株予約権は除いております。
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金など安全性の高い金融資産で

運用を行うこととしております。また、資金調達については銀行借入による方針です。な
お、デリバティブに関連する取引は行っておりません。

②金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業投資有価証券及

び投資有価証券は、主に純投資目的の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日でありま

す。また、借入金は、金利の変動リスクに晒されております。
③金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。

ⅱ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、市場価格のある投資有価証券については、定期的に時価を把握し、

保有意義を継続的に見直しております。市場価格のない営業投資有価証券及び投資有価
証券については、発行体（取引先企業）の財務状況を継続的にモニタリングしておりま
す。借入金に関しては金利の変動リスクに晒されているものの、金融市場等を継続的に
モニタリングし、適切にリスクをコントロールしております。

ⅲ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を適度な

水準に維持するなどにより、流動性リスクを管理しております。
④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額567,628千円）
は、「投資有価証券」には含めておりません。現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金は短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

（*）
時価
（*） 差額

① 投資有価証券 583,192 583,192 ―
② 長期借入金 （4,752,463） （4,752,463） ―
（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）１. 市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
営業投資有価証券及び投資有価証券

非上場株式 339,198
非上場債券 180,000
投資事業有限責任組合への出資金 48,430

合計 567,628

（注）２. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 （単位：千円）
１年以内 １年超

５年以内
５年超

10年以内 10年超

現金及び預金 2,695,708 ― ― ―
売掛金 1,980,184 ― ― ―

合計 4,675,893 ― ― ―

（注）３. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 （単位：千円）
１年以内 １年超

２年以内
２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 760,400 760,167 755,566 754,856 754,712 966,762
合計 760,400 760,167 755,566 754,856 754,712 966,762
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（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 583,192 ― ― 583,192

資産計 583,192 ― ― 583,192

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ― 4,752,463 ― 4,752,463
負債計 ― 4,752,463 ― 4,752,463

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資 産
(1) 投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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負 債
(2) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していること
から、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、レベル２の時価に分類して
おります。

８．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 合計プラット

フォーム
ブロード
バンド SaaS・DX 計

課金収入 2,388,409 3,655,114 337,090 6,380,613 ― 6,380,613

広告収入 1,047,416 509 ― 1,047,925 ― 1,047,925

その他 1,006,555 62,488 594,380 1,663,425 ― 1,663,425

外部顧客への
売上高 4,442,381 3,718,112 931,470 9,091,963 ― 9,091,963

（2）収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」「（3）会計方針に

関する事項」の「④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 720円24銭
（2）１株当たり当期純利益 37円78銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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11．企業結合に関する注記
（取得による企業結合）

当社は、2024年10月28日開催の取締役会において、ONE MEDICAL㈱の株式を取得し、
子会社化することを決議し、2024年10月29日付で株式譲渡契約を締結しました。当該株式
譲渡契約に基づき、当社は2024年11月１日付で当該株式を取得しております。

（1）企業結合の概要
①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称 ONE MEDICAL㈱
事業の内容 オンライン診療事業、メディア事業

②企業結合を行った主な理由
当社は、「両利きの経営」を成長戦略に掲げ、プラットフォーム事業及びブロードバン

ド事業のユーザー数拡大による「既存事業の成長」を実現しながら、その収益基盤を活用
したSaaS・DX事業への積極投資による「新たな事業の柱の構築」、M&Aによる「事業ポ
ートフォリオの強化」を図り、持続的な成長を目指しております。
プラットフォーム事業において、オンライン診療事業としてマウスピース歯科矯正サー

ビス「EMININAL」、メディア事業として「ウーマンエキサイト」や「エキサイトニュー
ス」等を運営しております。特に、2021年７月に新規事業として開始した「EMININAL」
は、順調に拡大しており、今後の成長が期待できる状況となっております。
ONE MEDICAL㈱は、2022年より開始したオンライン診療事業が急速に成長してお

り、月商約１億円まで伸長しております。コロナ禍以降、オンライン診療市場は急速に拡
大しており、今後も継続的な成長が見込まれます。
両社ともオンライン診療事業を中心に同領域でサービスを展開しており、ビジネスモデ

ルが同様であること、また当社が展開する事業のユーザー基盤を活用し、ONE
MEDICAL㈱のオンライン診療事業への相互送客が見込まれることから、シナジーは大き
いと考えております。ONE MEDICAL㈱の全株式を取得し、連結子会社化することによ
り、オンライン診療事業を中心に成長を加速させてまいります。

③企業結合の日程
取締役会決議 2024年10月28日
契約締結日 2024年10月29日
株式取得日 2024年11月１日

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得
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⑤結合後企業の名称
変更はありません。

⑥取得する議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

（2）連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2024年11月１日から2025年３月31日まで

（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 3,862,048 千円
取得原価 3,862,048 千円

（4）主要な取得関連費用の内容及び金額
デューデリジェンス費用等 14,105千円

（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 1,436,329 千円
固定資産 57,927 千円
資産合計 1,494,257 千円
流動負債 178,112 千円
固定負債 4,880 千円
負債合計 182,992 千円

（6）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
2,550,783千円
なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないた

め、暫定的に算出された金額であります。
②発生原因
主に今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

①子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券
・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応
じて入手可能な決算書を基礎として持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産
定率法を採用しております。主な耐用年数は以下のとおりであります。
車両運搬具 ４年

（3）収益及び費用の計上基準
当社の営業収益は、子会社からの経営指導料であり、子会社との契約に基づいてサービス

を提供する履行義務を負っています。サービスが提供された時点で当社の履行義務が充足さ
れることから、当該時点で収益及び費用を認識しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
該当事項はありません。

２．会計上の見積りに関する注記
関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 9,558,151千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積の内容に関する情報
市場価格のない関係会社株式について、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著し

く低下した時は回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額を行
い当期の損失として処理（減損処理）することとしております。
また、取得時点において投資先企業の超過収益力等を反映して１株当たり純資産を基礎と

した金額に比べて相当高い価額で取得した場合は、当初見込んだ超過収益力等が減少してい
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ないと判断した時は、実質価額が著しく低下していないものとして減損処理を行わないこと
としております。なお、超過収益力等が減少しているかどうかの判断においては、投資時に
策定された事業計画と実績を比較した達成状況や経営環境等を勘案しております。
翌事業年度以降においても、関係会社の業績が投資時に策定された事業計画を大幅に下回

った場合など、超過収益力等が減少したと判断され、減損処理を行う必要がある場合、計算
書類に重要な影響を与える可能性があります。

３．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の（3）収益及び費用の計上基準に記載の

とおりであります。

４．貸借対照表に関する注記
担保資産

（1）担保に供している資産（帳簿価額）
子会社株式 3,876,154 千円

計 3,876,154 千円
（2）担保に係る債務（帳簿価額）

１年内返済予定の長期借入金 551,712 千円
長期借入金 3,172,360 千円

計 3,724,072 千円

関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 78,056千円
短期金銭債務 9,282千円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
営業収益 514,225千円
営業費用 1,704千円

営業取引以外の取引高
営業外収益 810千円
営業外費用 24,468千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
該当事項はありません。

７．税効果に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払賃借料 11,805千円
税務上の繰越欠損金 3,654千円
その他 246千円
繰延税金資産小計 15,706千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △63千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △11,875千円

評価性引当額小計 △11,938千円
繰延税金資産合計 3,768千円
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

（2）子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 エキサイト㈱ 所有
直接100.0

役員の兼任
設備の賃貸借
資金の借入
経営指導料
債務被保証

経営指導料
（注１） 417,191 ― ―
資金の返済
（注２） 400,000 関係会社

長期借入金 2,100,000
債務被保証
（注３） 1,500,000 ― ―

子会社 ONE
MEDICAL㈱

所有
直接100.0

経営指導料
債務被保証

債務被保証
（注３） 3,724,072 ― ―

取引条件及び取引条件等の決定方針等
（注）１. 経営指導料については、発生コストを勘案のうえ、当社と子会社との間で合理的に算出し、決定して

おります。
２. 資金の借入については、市場金利を勘案のうえ、利率を合理的に決定しております。
３. 銀行からの借入金に対して債務保証を受けており、債務保証料の支払は行っておりません。なお、取

引金額は2025年３月31日現在の債務保証残高であります。

（3）役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 706円93銭
（2）１株当たり当期純利益 310円19銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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